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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、国際的ソーシャル・ビジネス」型の「日系企業と現地機関との協働
による国際的ビジネス生態系モデル」の提起をにあった。特に、フィリピンNGO組織の零細ビジネスの育成戦
略、およびバングラデシュのグラミンとBRACの事例を調査研究することによって、BOP（Base of the Pyramid）
層の経済的自立化に向けた「自律的ビジネス生態系」の理論的基盤の構築を行ってきた。その成果の一部は、
『新興国市場の特質と新たなBOP戦略』（林　倬史：文眞堂）として上梓された。また、IFEAMA2017年ネパール
大会において、招待講演を行った。

研究成果の概要（英文）：Our main research objective is to provide "International Business 
Eco-Systems between Japan based companies and local institutions, based on international social 
business models. In this processes, we have constructed theoretical bases of sustainable local 
business eco-systems of BOP people, through field researches of local SMEs in the Philippines and 
Bangladesh by　assistance of NGOs(CARD and Grameen). As a part of the result, a book titled "Unique 
Characteristics of Emerging Markets and the New BOP strategies" was published from Bunshindo, Tokyo 
in 2016. Furthermore, we were invited as a guest speaker at the IFEAMA conference held in Katmandu, 
Nepal in 2017, and presented under the topic of BOP Business Strategies to Tackle Poverty in 
Emerging Countries.

研究分野：国際経営
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１．研究開始当初の背景 
本研究チームは、これまでフィリピンに

おいて、現地 NGO の協力を得て、サンパ

ブロの農村地域におけるマイクロファイナ

ンス活動の実態と、顧客の農村女性に対す

るヒアリング、およびマイクロファイナン

ス顧客のサリサリストアを経営する女性に

対するインタビュー調査を試みてきた。他

方、従来の新興国における貧困層の経済的

自律化に関する海外の研究は、欧米系多国

籍企業を中心としたものが多く、したがっ

て日系企業、とりわけ日系中小企業の有す

るものづくり能力を活かした形での現地企

業や NGO との協働のシステム造りに対し

ては必ずしも適合的な理論とは言えなかっ

た。 そこで、今回のプロジェクトには、従

来の研究領域と異なる１名に「連携研究者」

として入って頂き、日系企業によるソーシ

ャル・ビジネス型 BOP戦略モデルを、フィ

リピンとバングラデシュでの農村の事例を

軸に、日系企業と現地 NGO との協働によ

る貧困層の経済的自律化を可能とするビジ

ネス生態系モデルとその理論的開発を図る

ことになった。 

 
２．研究の目的 
本研究の目的は、日系企業を含む内外企

業が事業活動をグローバルな規模で展開す

る中で、発展途上国を含む新興経済圏の経

済発展と市場開発、そして貧困解消とをど

のように解決していくのか、その理論的解

明と実践的モデル化を「開発経済学・農村

社会学・NGO 論・中小企業と技術開発」

を踏まえた新たな新興国の貧困削減に適合

的な「開発経営学」の分野を開拓すること

に置かれた。 

その中心的中身は、「現地コミュニティの

知識・知恵を踏まえた国際的ソーシャル・

ビジネス」型の「日系企業を軸とした独自

の国際的ビジネス生態系モデル」の提起を

目的としている。本研究では、フィリピン

最大のマイクロファイナンス事業を行ってい

る NGO組織の CARD MRI、およびバングラ

デシュの BRAC と Grameenによる「貧困の

土地なし女性」への小口金融戦略とMicroビ

ジネスの育成戦略を調査研究しながら、日系

企業と上記同 NGO との協働による「民衆の

知恵」と「科学技術的知識」との融合によっ

て、日系企業独自の現地の「自律的ビジネス

生態系」を基盤としたソーシャル・ビジネス

型ビジネスモデルの理論的基盤の構築と具体

的提起を目的としている。この目的は、以下

の二点から構成されている。第一は、現地の

ローカル・バリューチェーンを基盤とし、貧

困層家族を主体とするサステイナブルな零細

型ビジネスが構築されていくことは、家族の

経済的基盤を持続的なものにするだけではな

く、子供の教育環境を整え、将来的に求めら

れる中間層としての職務能力を開発すること

になる。そして、こうした「ボトムアップ」

型零細ビジネスと日系中小企業の多様なモノ

造りノウハウとの結合による各種技術基盤の

強化は、これら零細型ビジネスのバリューチ

ェーンをより広域化し、さらに国際的性格を

有するものへと高度化させうる可能性を内包

している。換言すれば、C.K.プラハラードが

希望的に述べた新興国における所得構造の

「ピラミッド型」から「ダイヤモンド型」へ

の転換を具体化し、貧困の削減と格差の是正

を実現しうることになる。そして第二は、「開

発経営学」の理論基盤を開発し、新興国を始

めとする諸国の大学の講義科目として導入さ

れることを通して、貧困削減型ビジネスモデ

ルの理論的指針とし位置づけられていくこと

を目指している。 
 
３．研究の方法 
本研究では、アジアにおいて最貧困層が集中

しているフィリピンおよびバングラデシュに

おいて、企業・NGO 協働の中で、最もすぐ

れた貧困削減型のビジネスモデルを抽出し、

その組織構造、スタッフのモティベーション



とその基盤、ローカル・バリューチェーン

と雇用創出効果、BOP(Base of Pyramid)層の

バリューチェーンへの参加、等に留意しな

がら、中小企業を含む日系企業と現地NGO

との協働による貧困削減モデルとしてのソ

ーシャル・ビジネス型ビジネス生態系モデ

ルを開発していく。そのための具体的計画

として、フィリピンでは、現地 NGO（Center 

for Agricultural and Urban Development 、以下

CARD ）、バングラデシュでは Grameen

の協力を得て、(1)これら農村地域での実態

調査を行い、土地所有状況の確認、農村家

庭の所得状況と収入源、子供の就学状況、

夫の職業、生活インフラの状況、地域コミ

ュニティ固有の慣習や風土、および自営業

の具体的中身、そして零細小売店のサリサ

リストアを経営する女性からは調達品目と

価格、現地産物と現地サプライヤーを通し

たローカル・バリューチェーンの実態の解

明と再確認を行う。(2)日系企業の協力によ

り、現地零細ビジネスと農村地域貧困層の

生活上のニーズに適合した製品生産上のノ

ウハウとこれら企業の有する流通チャネル

とをマッチングさせながら、現地のローカ

ル・バリューチェーンをより稠密なものに

させていく。 

 

４．研究成果 

 フィリピンおよびバングラデシュにおけ

る調査では経済的自立に苦闘する現地貧困

層とNGOとの協働の仕組みや多くの事例を学

ぶことができた。そのなかでも今後のモデル

化に参考となった日系企業との協働は、バン

グラデシュにおけるNGOグラミーンと日系企

業のユーグレナ社との緑豆栽培と輸出、現地

販売を通したローカル・バリューチェーンと

国際的なバリューチェーンとの連結を通し

たいわゆるハイブリッド型バリューチェー

ンによる持続的な現地での雇用体制であっ

た。この仕組みは、グラミンによるマイクロ

ファイナンスによって現地貧困農民層の種子購

入を促し、現地農業大学とユーグレナ社からの

農業技術援助、ユーグレナ社からの保管倉庫そ

の他設備購入資金援助とを組み合わせることに

巧みな現地農民をベースにしたエコシステムが

構築されている。この仕組みの詳細については、

『新興国市場の特質と新たな BOP 戦略：開発経

営学を目指して』（林 倬史、文眞堂、2016 年）

に上梓された。また IFEAMA(International 

Federation of East Asian Management Association) 

2017 年大会（Kathmandu, Nepal）における招待

講演者として “BOP Business Strategies to Tackle 

Poverty in Emerging Countries”のタイトルで講演

した。現在、これらの成果は、Springer 社から 

「 Social Business Eco-Systems for Sustainable 

Growth in Emerging Countries」として出版準備中

となっている。 
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